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15151515．．．．電気計画概要電気計画概要電気計画概要電気計画概要（第２庁舎）（第２庁舎）（第２庁舎）（第２庁舎）    

１．基本１．基本１．基本１．基本方針方針方針方針    

行政・防災拠点施設としての機能を十分に発揮できるよう、信頼性が高く途絶対策を考慮した計画とし、災害

発生時においても自立して機能維持ができる庁舎とします。また、受変電設備や発電機などの主要設備諸室は、

安全性を確保するため最上階に設置します。 

初期費用や維持管理費の低減を図り、効率的な運用が可能で省資源・省エネルギーなど環境に配慮した計画とし

ます。更にメンテナンスや機器更新、増設などに配慮し、柔軟性を高めた計画とします。 

    

（１）（１）（１）（１）「「「「安全性・信頼性（災害に強い施設）安全性・信頼性（災害に強い施設）安全性・信頼性（災害に強い施設）安全性・信頼性（災害に強い施設）」」」」    

・受変電設備への高圧引込みは２回線とし、一方からの電力供給が途絶えても予備配線から電力供給できるよう、

信頼性を高めます。 

・非常用発電機は空冷方式のガスタービン発電機とし、災害発生時に伴う停電や計画停電時においても市庁舎とし

ての機能維持を可能とします。燃料はＡ重油を備蓄し、燃料補給を行うことなく１週間の連続運転を可能としま

す。メンテナンス時においては仮設発電機による給電系統を確保できるようにします。 

・サーバー機器や通信機器等の重要機器には無停電電源装置から電源を供給し、電力の安定供給を可能とします。

また、重要機器用分電盤へは幹線ケーブルを２重化します。 

・通信インフラは異キャリア引込みにより信頼性を高めます。 

 

（２）（２）（２）（２）「「「「省資源・省エネルギー（環境に優しい施設）省資源・省エネルギー（環境に優しい施設）省資源・省エネルギー（環境に優しい施設）省資源・省エネルギー（環境に優しい施設）」」」」    

・明るさセンサや人感センサなどを活用した照明制御により、省エネルギーを目指します。 

・太陽光発電設備を設置し、再生可能エネルギーを活用します。 

 

（３）（３）（３）（３）「「「「更新性・容易性（維持管理に配慮した施設）更新性・容易性（維持管理に配慮した施設）更新性・容易性（維持管理に配慮した施設）更新性・容易性（維持管理に配慮した施設）」」」」    

・電気室、発電機室など重要機器室は機器更新を考慮した計画とします。 

・採用機器は汎用品を主体に計画し、将来行われる改修工事などに容易に対応が可能な計画とします。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

２２２２．．．．計画概要計画概要計画概要計画概要    

受変電受変電受変電受変電設備設備設備設備 

・５階電気室に高圧受変電設備を設置します。機器類は、不燃化機器（モールド変圧器等）を採用し、火災予防を

図ります。 

・電気室には、将来の更新及び増設対応として受変電設備の予備スペースの確保を行います。 

・力率改善コンデンサを高圧側に設置し、無効電力の改善を行います。 

・契約電力の値を超えないようにデマンド監視を行います。 

・高圧回路及び低圧回路に絶縁監視装置を設置し、常時絶縁劣化監視を行います。 

 

非常用発電設備非常用発電設備非常用発電設備非常用発電設備    

・消防負荷（屋内消火栓）及び直流電源装置に対応する非常用発電設備を設置します。 

・火災を伴わない停電時において市庁舎としての機能維持を可能とするためＡ重油を備蓄し燃料補給を行うことな

く７日間の連続運転を可能とします。 

・ハザードマップにおける浸水リスクを考慮し、地中ポンプを採用します。地下タンクに設置の油中ポンプから発

電機室へ燃料供給を行います。 

＜非常用発電設備仕様＞ 

発電機形式 ガスタービン発電機  

容量 375～400[kVA]  

騒音値 85[dB](低騒音型)  

燃料 Ａ重油  

燃料タンク 地下タンク 40,000 リットル 

＋燃料小出槽 1,950 リットル 

７日間以上 

 

太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備    

・太陽光モジュールを設置し再生可能エネルギーを活用するとともに省エネルギーを図ります。 

・発電量表示モニターを１階エントランスホールに設置し発電量の見える化を計画します。 

・停電時には自立運転が可能な計画とし２・３階に設置のコンセント盤から電源が供給可能な計画とします。 

＜太陽光設備仕様＞ 

太陽電池容量 約 20[kW]   

パワーコンディショナ容量 10[kW]×２台  

    

幹線・幹線・幹線・幹線・動力設備動力設備動力設備動力設備    

・受変電設備より各分電盤,動力制御盤へ電力を供給します。 

・分電盤,動力制御盤に電力量計を設置し電気使用量を把握します。また、データを中央監視設備に蓄積可能な計

画とします。蓄積されたデータの分析,検証から省エネルギーを図る計画に役立てます。 

・2階中央管理室に各設備の主装置を総合盤に集約し、一元管理が可能な計画とします。 

・仮庁舎時の銀行、新庁舎時の売店・食堂等のテナントエリアには室内に分電盤,動力制御盤を設置します。 

 

 

 

 

15．電気設備計画概要
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電灯設備電灯設備電灯設備電灯設備    

・設計照度は、国土交通省｢建築設備設計基準｣並びに日本工業規格（ＪＩＳ）に適合した照度設定とします。 

・執務室はＬＥＤ器具を採用します。執務室は明るさセンサによる自動調光を行います。 

・湯沸室やＷＣなどはＬＥＤダウンライトを採用し、人感センサによる自動点滅とします。 

・会議室・相談室には使用中灯を設置します。 

・２階中央管理室に照明制御盤を設置し一元管理を行います。 

・災害対策室、電気関係諸室、機械室等の管理上重要な室については照明制御とは切り離しタンブラスイッチを採

用します。 

・停電時や火災発生時の避難誘導の為、非常照明（電源別置）、誘導灯（電源内蔵）を設置します。 

    

コンセント設備コンセント設備コンセント設備コンセント設備    

・執務室内用電源としてＯＡフロア内にハーネス用ＯＡタップ（ハーネスジョイント：４分岐、ＯＡタップ：2P15A

×4 抜止めアース付,5mケーブル）を設置します。 

・ＯＡ負荷容量は35[VA/㎡]とします。 

・執務室、共用部に清掃用コンセントを適宜設置します。 

・仮庁舎時の授乳室のコンセントはシャッター付とし安全面に配慮します。 

    

通信引込設備通信引込設備通信引込設備通信引込設備    

・構内情報通信網設備の引込は、仮庁舎時は専用線にて通信の引込を行います。新庁舎時は第１庁舎より専用線に

て引込を行います。 

    

構内交換設備構内交換設備構内交換設備構内交換設備    

・電話交換機を３階ＭＤＦ室に設置します。 

・電話交換機から各室までケーブルを布設し、電話用モジュラージャック及び電話機を設けます。 

・各課の電話機は１台を停電対応型とし停電時にも応対可能な計画とします。 

 

登退庁設備（行政）登退庁設備（行政）登退庁設備（行政）登退庁設備（行政）    

・市長、副市長、部長等の登退庁を表示するため表示モニターを設置します。 

    

電気時計設備電気時計設備電気時計設備電気時計設備     

・庁舎全体の時刻を一元管理するため、２階中央管理室に電気時計親機、各所に電気時計子機を設置します。 

・機器は有線式とします。 

    

拡声設備拡声設備拡声設備拡声設備    

・消防法に基づき２階中央管理室に非常放送アンプを設置します。 

・非常放送アンプは業務用放送兼用とし、日常の業務放送が行えるよう計画します。 

・リモートマイクを設置し各所で業務放送が行えるように計画します。 

    

    

    

    

インターホン設備インターホン設備インターホン設備インターホン設備    

・時間外の来庁舎用としてインターホン親機、子機を設置します。 

・インターホン子機は車椅子に対応出来る高さに設置します。 

    

トイレトイレトイレトイレ等等等等呼出設備呼出設備呼出設備呼出設備    

・各階ＨＷＣに非常呼出押釦、廊下に表示灯,復旧釦、１階守衛室、２階中央管理室に窓式表示器を設置し、緊急

時に早急な対応が可能なよう計画します。 

    

テレビ共同受信設備テレビ共同受信設備テレビ共同受信設備テレビ共同受信設備    

・地上波デジタル,ＢＳ・ＣＳ１１０°用アンテナを屋上に設置し、各執務室等の直列ユニットまで配線を布設し

ます。また、ＣＡＴＶの引込対応を行います。 

    

監視カメラ設備監視カメラ設備監視カメラ設備監視カメラ設備    

・敷地外から敷地内に至るエリア及び時間外開放エリアと閉庁エリアの境界部分、共用部等に監視カメラを設置し、

防犯対策を行います。 

・２階中央管理室に監視モニター及び ITV 架を設置します。 

    

駐車場管制設備駐車場管制設備駐車場管制設備駐車場管制設備    

・駐車場入口・出口部にループコイル及びカーゲートを設置し管制制御を行います。 

・入口・出口部に精算機を設置し、駐車場利用者の課金対応を行います。 

・外構の敷地入口部には満車表示、出口部には注意灯を設置し注意喚起を行います。 

    

入退室管理設備入退室管理設備入退室管理設備入退室管理設備    

・各エリア毎に侵入対策のためのセキュリティカードリーダーを設置します。 

・ＩＣカードは非接触式とし操作が容易な計画とします。 

・新庁舎時にデータの設定変更を行います。 

    

議場設備議場設備議場設備議場設備    

・議場設備は既存庁舎のリース機器を移設することを基本とします。 

    

登退庁設備（議員）登退庁設備（議員）登退庁設備（議員）登退庁設備（議員）    

・登退庁の表示モニターをホール、議長室、副議長室、議会事務局に設置します。 

    

火災報知設備火災報知設備火災報知設備火災報知設備    

・２階中央管理室にＧＲ型受信機、１階守衛室に副受信機、各階ＥＰＳ内に中継器盤を設置し、避難誘導支援を

充実させます。 

・感知器は自動試験機能付とし、維持管理を容易とする計画とします。 
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１６．機械設備計画概要

１．基本方針

・機械設備計画は以下を基本方針とします。

（１）防災拠点施設としての機能維持に配慮したシステムの採用

・空調熱源エネルギーは電気・都市ガス（中圧導管）の併用とし、災害時の信頼性を高めます。

空調方式は機械室の縮減が可能な個別分散型方式を採用します。（電動空冷ヒートポンプ（ＥＨＰ）、ガス

エンジン駆動空冷ヒートポンプ（ＧＨＰ））

・非常用井水ろ過設備の採用や非常用排水槽の計画により、災害時のインフラ途絶時にも施設が機能するため

の上水・雑用水・排水を確保します。

（２）ランニングコスト低減と維持管理に配慮したシステムの採用

・執務室の空調吹出口は輻射パネル型を採用し、輻射効果による設定温度の緩和を促すことで省エネルギーと

快適性に配慮した方式とします。

・中央監視設備を採用して、災害時における非常用設備機器への対応、機器およびシステムの不具合の維持管

理、光熱水費の低減につながる運用管理支援を行える計画とします。

（３）将来的なレイアウト変更、用途変更への対応

・将来的な庁舎規模の縮小、部分的な用途変更を見据えて、「設備コラム」の採用、機器増設・更新にともな

う配管・ダクトルートの確保に配慮した計画とします。

１６－１ 空調設備計画

１．設計条件

（１）室内外条件

①設計用屋内条件

室用途 夏期 冬期

執務室などの居室 26℃ DB 50％ RH 22℃ DB 40％ RH

※ 相対湿度条件は機器選定上の目標値とする。

２．空調設備

・室の用途・負荷特性・信頼性・居住環境・利用時間等を考慮し、空調方式を選定します。

（１）室用途別空調方式

① 執務室、待合スペース

・ＧＨＰ空冷マルチパッケージ方式とし、吹出口に空気式輻射パネル型を採用します。

・ペリメータは特に暖房期間の窓面からの不快な冷気流（コールドドラフト）を抑制するため、外壁近くの

天井に従来型の吹出口および外壁下部に吸込み口を設置します。

・空調吸込口は執務エリア内の柱の下部に設置します。

・空調機の発停ならびに温度調整用として、執務スペースのスパンごとに個別リモコンを設けます。

・また消し忘れ防止に配慮して、各階 1箇所ならびに 2 階中央管理室に集中コントローラを設置します。

・外気供給は全熱交換ユニット（直膨コイル付）の採用により、外気負荷を低減します。

・屋外機は冷暖切替型を採用して、負荷形態の異なる方位、エリアに応じた系統分けを行います。

② 会議室、相談室

・ＧＨＰ空冷マルチパッケージ方式とします。

・屋外機は冷暖切替型を採用して、負荷形態の異なる方位、エリア、用途に応じた系統分けを行います。

・空調機の発停ならびに温度調整用として、各室に個別リモコンを設けます。

・外気供給は全熱交換ユニット（直膨コイル付）の採用により、外気負荷を低減します。

・屋外機は冷暖切替型を採用して、負荷形態の異なる方位、エリアに応じた系統分けを行います。

③ 議場（仮本庁舎）

・ＥＨＰ空冷マルチパッケージ方式とします。

・空調機は外気負荷低減のため全熱交換器組込みとします。

④ 食堂

・エネルギー使用量の個別計量が容易な空冷ヒートポンプパッケージ方式（ＥＨＰ）とします。

・外気供給は全熱交換ユニットの採用により、外気負荷を低減します。

16．機械設備計画概要

機械設備計画概要1
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（２） 災害時対応の考え方

①最重要エリア（ＥＨＰパッケージ＋非常用電源）

・災害時に使用するエリアとして重要度が最も高い 4階委員会室（仮本庁舎）、4 階大会議室等は非常用電

源の供給のみで使用が可能なＥＨＰパッケージを採用して非常用電源系統とします。

②重要エリア（ＧＨＰパッケージ＋非常用電源）

・新庁舎は都市ガスを信頼性の高い中圧ガスで引込みを行うことができるため、上記①に次いで重要度が

高いエリアについてはＧＨＰパッケージを採用して非常用電源系統とします。

・各階執務エリア、1階エントランスホール等は災害時の使用が想定されるため非常用電源系統とします。

③その他一般エリア（ＧＨＰパッケージ＋一般電源）

・上記①②以外のエリアは経済的なメリットのあるＧＨＰパッケージの採用を基本とします。

３．換気設備

・換気種別および換気回数は用途別に以下の通りとします。

主要室換気方式一覧

用途 換気種別 換気回数 備考

電気室 第 1種 計算式 室内 40℃以下。外気 30℃以上で換気停止、冷房運転

倉庫、書庫 第 3種 5 回/h 書庫は除湿器設置

トイレ 第 3種 10 回/h

シャワー 第 3種 10 回/h

湯沸室 第 3種 5 回/h

４.自動制御・中央監視設備

・1 階 中央管理室に中央監視装置を設置し、BEMS（Building Energy Management System）の導入により施

設のエネルギー管理および運用管理のサポートを行います。

・運転監視・警報・他設備との連携を行う中央監視機能と、熱源・空調等の各種設備を最適運転制御させるため

の自動制御機能により構築します。

（１）中央監視項目

①監視項目

各種水槽監視、空調機フィルター差圧監視、漏水センサー監視 等

②計測項目

外気温湿度、各室温湿度、太陽光発電電力量、井水熱利用量 等

③計量項目

量水器、ガスメーター、電力量計、湧水量計 等

（２） 自動制御項目

①空調機制御項目

空調集中コントローラ、給気温度制御、加湿制御、ＰＡＣ運転台数制御、ローテーション制御 等

②換気制御項目

ファン発停制御、等
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１６－２ 衛生設備計画

１．設計条件

機器能力・容量選定のための設計条件を以下に示します。

（１）給排水量計算（仮本庁舎）

種別
人員

（人）

上水 雑用水 排水

単位給水量

（L/人・日）

使用水量

（m3/日）

単位給水量

（L/人・日）

使用水量

（m3/日）

厨房排水

（m3/日）

一般排水

（m3/日）

在勤職員 700 26 18.2 39 27.3 － 45.5

来庁者 35 26 0.9 39 1.4 － 2.3

植栽散水 － － － 2.0 － －

計 19.1 30.7 47.8

※ 1 人当たりの給水量は既存庁舎使用実績より 65L/日とし、飲料水：雑用水＝4：6とした。

来庁者は常勤職員の 5％とした。

植栽面積は 400 ㎡とし、単位散水量＝5L/㎡・日 とした。

（２）給排水量計算（新第２庁舎）

種別
人員

（人）

上水 雑用水 排水

単位給水量

（L/人・日）

使用水量

（m3/日）

単位給水量

（L/人・日）

使用水量

（m3/日）

厨房排水

（m3/日）

一般排水

（m3/日）

在勤職員 500 26 13.0 39 19.5 － 32.5

来庁者 25 26 0.7 39 1.0 － 1.7

食堂 7.5 0 7.5 －

植栽散水 － － － 2.0 － －

計 21.2 22.5 7.5 34.2

※ 1 人当たりの給水量は既存庁舎使用実績より 65L/日とし、飲料水：雑用水＝4：6とした。

来庁者は常勤職員の 5％とした。

食堂は在勤職員×60％×25L/（人・食）とした。

植栽面積は 400 ㎡とし、単位散水量＝5L/㎡・日 とした。

２．給水設備

・給水系統は、上水系統・雑用水系統の 2 系統とします。

・新第二庁舎は河川氾濫時の浸水リスクが 1.5～2.0ｍであるため、受水槽は屋上に設置します。

・上水系統は敷地東側の県水本管 100ｍｍからの既設引込管（75ｍｍΦ）から 40ｍｍΦメーターにて引込み、直

結増圧ポンプにて屋上受水槽へ供給します。以降は 4～5階を加圧給水ポンプ方式で圧送、1～3 階は重力式に

て流し台、洗面器など必要各所へ供給します。

・雑用水系統は上水受水槽の水質を保つため同水槽を経由して補給を行い、以降は 4～5階を加圧給水ポンプ方

式で圧送、1～3 階は重力式にて便所洗浄水・植栽散水用として供給します。

・災害時の水源確保のため井水（浅井戸）を新設します。災害時は雑用水受水槽の一方を井水原水槽として利用

して、可搬型ろ過設備にて処理した水を便所洗浄水として利用します。

３．給湯設備

シャワー、厨房等の連続給湯用途が発生するため、中央循環方式と局所給湯方式の併用とします。

（１）中央循環方式

・中央循環方式は水質の衛生面に配慮し、60℃循環とします。

① 供給箇所：シャワー、便所手洗、給湯室流し

② 給湯熱源：ヒートポンプ給湯機＋貯湯槽

（２）局所給湯方式

・飲用での給湯が必要な箇所については局所給湯方式とします。

① 供給箇所：給湯室

② 給湯熱源：電気貯湯式温水器（給湯室）

機械設備計画概要3
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４．排水通気設備

・建屋外排水は汚水・雨水分流とします。

・建屋内排水は汚水・雑排水合流とします。

（１）汚水・雑排水系統

・排水は自然流下とします。

・災害時の下水道断絶時を考慮して躯体ピットに緊急排水槽を設置してバルブによる切替えを行います。

（２）雨水排水系統

・新第二庁舎（南八幡 2 丁目）は「秣川（まぐさがわ）流域」に該当するため、躯体ピットに雨水貯留槽

を設けて雨水流出抑制を行います。

流出抑制値： 開発面積 1 ヘクタール（＝10,000 ㎡）あたり 420ｍ3。

放流許可量： 開発面積 1 ヘクタール（＝10,000 ㎡）あたり 0.040ｍ3/s

・新第二庁舎は浸透適地に該当しないため、貯留のみで流出抑制量を確保する計画とします。

・放流用ポンプピットの流入部にオリフィスを設けます。

５．衛生器具設備

・衛生器具は節水型器具を採用とする。

・停電時、災害時の便所使用を考慮して非常電源にて一部使用可能とする。

６．ガス設備

・ガス供給業者は京葉ガス（ガス種別：13A）とします。東側前面道路中圧ガス本管 300ｍｍφより取り出し、

建物外のガバナーにて低圧に落とし、系統ごとにメーターを設置します。空調系統、厨房系統の 2 系統とし

て各所へ供給します。

・ガスメーターは屋上に設置します。

７．消火設備

消防法および火災予防条例に準拠し、以下の消火設備を設置します。

・ 屋内消火栓設備（各階）

・ 連結送水管設備 （3階以上）

・ 移動式粉末消火設備（1階駐車場）

８．断水時、災害時の給水対応

【災害時における設備計画】

災害時（停電時）・断水時における設備の稼働対応は以下のように考えます。

＜空気調和設備＞

・ 災害対策本部等の最重要室は、非常電源の供給を行い停電時の稼働を可能とします。

＜給排水衛生設備＞

・給水ポンプ・排水ポンプに非常電源の供給を行い、停電時の稼働を可能とします。

・飲料水は上水受水槽により 7日分をまかなう計画とします。

・雑用水は雑用水受水槽に加え、不足分を井水利用して 7日分をまかなう計画とします。

・排水は下水道に放流不可能となった場合を想定して地下に 7 日分の緊急排水槽を設置します。

機械設備計画概要4


